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国際電気通信連合電気通信標準化局長への立候補について 

令和３年９月 28日 

総務省 国際戦略局 

通信規格課 

 
  来年９月２６日から１０月１４日にかけて、ルーマニア・ブカレストにお

いて国際電気通信連合（ＩＴＵ）全権委員会議が開催される。全権委員会議

は４年に一度開催されるＩＴＵの最高意思決定機関であり、ＩＴＵの戦略、

財政、組織等が審議されるほか、理事国の選挙並びに事務総局長、次長、電

気通信標準化局長等３局長の選挙が行われることになっている。 

 

我が国政府は、この度、事務総局長等５つの選挙職のうちの電気通信標準

化局長選挙において、日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）ＣＳＳＯ（Chief 

Standardization Strategy Officer）の尾上 誠蔵（おのえ せいぞう）氏を

候補者とすることに決定した。 

 

 尾上 誠蔵氏は、移動通信システムの業界団体の中で標準化から技術開発の

両面で主導的な役割を果たしてきた。特に、各種国際標準化団体のボードメ

ンバーとなり、無線アクセスネットワークからコアネットワーク、ユーザー

機器やアプリケーションに至るまであらゆる分野に携わり、関係事業者等と

の調整を行うなど、移動通信システムの標準化に向けて国際的に活躍してお

り、これまでの功績が関係諸国から高く評価されている。 

 

 今般のＩＴＵの幹部職員選挙で選出される次期電気通信標準化局長は、

2030 年代の経済・社会基盤として期待される次世代通信ネットワークの標準

化を主に担うものと想定される。情報通信分野における我が国の国際競争力

の確保を図るとともに、高度な情報通信システムの実現による豊かな国民生

活を享受する上で、我が国として標準化活動の一層の強化に取り組むことが

重要であり、ＩＴＵ標準化部門のトップに人材を送ることは大変意義がある

ものと考えられる。 

 

 今後、我が国は、尾上 誠蔵氏のＩＴＵ電気通信標準化局長への立候補につ

き、ＩＴＵ加盟国の支持獲得に努めていく考えである。 
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１．ITU憲章・条約等の改正

２．ITU幹部職員等(※)及び理事国選挙

３．2024年-2027年戦略・財政計画

４．ビジネス継続のための諸手続の改正

ＩＴＵ全権委員会議について

○ 4年に1度開催。ITUの全構成国の代表が参加するITUの最高意思決定機関。

○ 憲章・条約等の改正、事務総局長を始めとする幹部職員等及び理事国の選挙が行われるほか、2024年から4年間のITUの活
動方針(戦略計画)、予算の枠組(財政計画) 等について審議。

全権委員会議

○ 2022年9月26日から10月14日まで

○ ブカレスト(ルーマニア)

開催時期及び場所

我が国は、理事国選挙に再選立候補するとともに、電気通信標準化局長選挙に尾上誠蔵氏(日本電信電話(株)CSSO(Chief Standardization 
Strategy Officer))を擁立

ITU
○ 電気通信に関する国連の専門機関(国際電気通信連合(ITU：International Telecommunication Union))

(本部：スイス・ジュネーブ、193の加盟国と約700の民間機関で構成)
○ 主要任務は、①国際的な周波数の分配、②電気通信の標準化、③開発途上国に対する支援。

主要議題

※ITU幹部職員等：事務総局長、事務総局次長、無線通信局長、電気通信標準化局長、
電気通信開発局長、無線通信規則委員会(RRB: Radio Regulations Board)委員
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理 事 会
４８理事国 毎年開催

事務総局

事務総局長（Ｈ．ジャオ（中国））

事務総局次長（Ｍ．ジョンソン（英国））

電気通信標準化局（ＴＳＢ）

電気通信標準化局長
（Ｃ．リー（韓国））

無線通信局（ＢＲ）

無線通信局長
（Ｍ.マニエウィッチ（ウルグアイ））

電気通信開発局（ＢＤＴ）

電気通信開発局長
（Ｄ.ボグダン（米国））

電気通信開発研究委員会

（ＳＧ）

無線通信規則委員会
（ＲＲＢ）

12人の非常勤委員

３～４年毎に開催
（ほぼ同時期に同じ場所で開催）

世界無線通信会議
（ＷＲＣ）

無線通信総会
（ＲＡ）

世界電気通信標準化総会
（ＷＴＳＡ）

４年毎に開催
４年毎に開催

世界電気通信開発会議
（ＷＴＤＣ）

無線通信部門（ＩＴＵ－Ｒ） 電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ） 電気通信開発部門（ＩＴＵ－Ｄ）

無線通信研究委員会
（ＳＧ）

電気通信に関する国際連合の専門機関（ITU : International Telecommunication Union） １８６５年設立

主要任務は、①国際的な周波数の分配、②電気通信の標準化、③途上国に対する電気通信の開発支援

本部：スイス・ジュネーブ １９３の国・地域が加盟

日本は１９５９年以来、理事国(４８カ国)に選出

日本は米国と並び最大の分担金拠出国（３０単位（約１１億円））

１９９９年～２００６年の事務総局長は、旧郵政省出身の内海善雄氏

全権委員会議
最高意思決定機関 １９３加盟国／４年毎に開催

電気通信標準化研究委員会

（ＳＧ）

国際電気通信連合（ＩＴＵ）の概要
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尾上 誠蔵氏の略歴

ふりがな おのえ せいぞう

氏 名 尾上 誠蔵
会 社 名
および役職

日本電信電話株式会社 ＣＳＳＯ（Chief Standardization Strategy Officer）

職 歴

1982年 日本電信電話公社（現ＮＴＴ）入社
2012年 株式会社ＮＴＴドコモ取締役常務執行役員 CTO（Chief

Technology Officer）
2017年 ドコモ・テクノロジ株式会社代表取締役社長
2021年～現在 日本電信電話株式会社 ＣＳＳＯ

主な対外活動

【国際】 2012年 GSMA, Member of the Board
2013-2021年 GSMA, Member of the Strategy Group
2012-2020年 Next Generation Mobile Networks Alliance, Member of the Board

【国内】 2003-2005年 電波産業会 IMT-2000研究委員会 国際仕様部会 部会長
2006-2011年 電波産業会 高度無線通信研究委員会 IMT-Advanced部会 部会長
2011年-現在 電波産業会 規格会議 委員長
2011-2012年 電子情報通信学会 通信ソサイエティ副会長・国際委員長

ITU関連活動

2011年 ITU 無線通信部門 Regional Workshop on “IMT for the Next Decade”
2015年 ITU 電気通信標準化部門 CJK-CTO Consultation会合
2015年 WTIS (World Telecommunication ICT Indicators Symposium)
2016年 第16回 アジア・太平洋電気通信共同体（APT）規制政策フォーラム
2018年 ITU全権委員会議

表彰経歴
2014年 文部科学省科学技術分野の文部科学大臣表彰 科学技術賞 (開発部門）
2018年 紫綬褒章

4


	【案】01 資料158－４rev2
	【案】02 資料158－４_統合用 rev
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3


